
４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 認証保育所運営助成事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

主管課評価や昨今の待機児童問題を考慮し公共関与妥当性・有効
性・公平性については、適切であると判断した。事務費削減の余地
があるとする主管課評価に基づき、③効率性について見直し余地あ
りと判断した。

所属課

低
下

児童青少年課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

申請事務や支払事務等を正職員から嘱託職員等へ振り分け、事務費の削減を図る。 向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

給付額の多くが、国や都の制度にのっとったものであるため改善に限界はあるが、市の裁量で増額している
補助額等について、所得階層の見直しや一律給付分をより必要度の高い所得階層に振り分ける等の改善が
考えられる。

向
上

成
果

事務事業名 私立幼稚園等保護者保育料補助事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

公平性については、担当課評価のとおり、階層区分に工夫の余地が
ある。この点を見直すことで、より必要とする世帯へ必要な給付を行
うことができ、有効性の改善にもつながると考えられる。

所属課

低
下

児童青少年課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 私立幼稚園施設運営費補助事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

主管課評価のとおり、特別支援教育補助に関する部分については、
発達支援室との連携の中で事業費削減の余地があることから、③効
率性について見直し余地ありと評価した。
また、ニーズが高まっている預かり保育の充実を実現していくために
も、補助金の要件等について検討を行う余地はあると考え、②有効
性についても見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下

児童青少年課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

幼稚園教育を支えるために本事業の継続は妥当であると考えるが、少子化が進む中で、毎年度保育所を整
備しても、保育所の待機児童が増加しており、また幼稚園の入所児童が減少している状態に対応して、共働
き、ひとり親世帯の子どもも選択肢として幼児教育を受けられるようにするため、預かり保育時間の延長に対し
ての補助の充実等を検討する。その際、発達支援室の巡回相談事業との事業連携や、補助金要件の見直し
などを図ることでなるべく事業費の抑制に努める。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 民間認可保育所運営事業及び延長保育事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

認証保育所運営助成事業と同様、主管課評価や昨今の待機児童問
題を考慮し妥当性・有効性・公平性については適切と判断し、事務
費削減の余地あるとする主管課評価に基づき、③効率性について
見直し余地ありと判断した。

所属課

低
下

児童青少年課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

申請事務や支払事務等を正職員から嘱託職員等へ振り分け、事務費の削減を図る。 向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 子どもの居場所づくり事業補助金交付事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課評価のとおり、地域の力を利用した子どもの居場所づくりは
急務となっており、継続が望ましいと考える。ただし、現在は補助金
交付のみの事務に留まっているため、情報共有を強化し、子どもた
ちの現状の正確な把握とそれを踏まえたうえでの事業の展開を検討
していく必要があることから、②有効性について見直し余地ありと評
価した。

所属課

低
下

児童青少年課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

（２）のとおり、地域における居場所づくりの拡充を目指すとともに、各事業者との情報共有を強化し、子どもた
ちの現状把握に努め、子どもの貧困対策をはじめとした事業に反映させていくべきである。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 青少年地区育成会活動支援事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課評価のとおり、児童や保護者のニーズの把握、事業への反
映については向上余地があるため、②有効性について見直し余地
ありと判断した。なお、本補助金の趣旨に合致した事業を実施してい
るかについても留意する必要がある。
また育成会への補助交付額が人数の多寡にかかわらず一律である
ことについては、④公平性の観点から見直し余地ありと判断した。

所属課

低
下

児童青少年課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

事業内容の見直し、改善についてはニーズの把握、補助金の趣旨への合致性を踏まえたうえで有効性が高
いものを実施していく。補助額については、例えば児童数に応じた金額算定方法なども考えられる。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

申請事務や支払事務等を正職員から嘱託職員等へ振り分け、事務費の削減を図る。 向
上

成
果

事務事業名 家庭的保育事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

主管課評価や昨今の待機児童問題を考慮し妥当性・有効性・公平
性については、適切であると判断した。事務費削減の余地があると
する主管課評価に基づき、③効率性について見直し余地ありと判断
した。

所属課

低
下

児童青少年課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

市の中央部での実施に向けて検討する必要がある。 向
上

成
果

事務事業名 一時保育支援事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課評価の通り。実施園が、市内の北と南にあり、中央部にない
という点、受け皿として、余裕がない点は向上余地がある。

所属課

低
下

子育て支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 教育費保護者負担軽減補助金事業 所属部 教育委員会

○

(4) 改革・改善による期待成果

多くの自治体で同様の補助金支給制度があるため、即座に本事業
の休止・廃止を行うことは適当ではないと考える。ただし、財政状況
を勘案した際に、現在支給している額や対象が適切かどうかについ
ては検証する余地はあると判断したため、③効率性及び④公平性に
ついて、見直し余地ありとした。

所属課

低
下

教育総務課

維持 増加削減
コスト

維
持 ×

××

給付水準や補助対象について、所得に応じた補助割合の検討を行うなど、削減の余地がないか検証を行う
必要がある。
コスト削減は成果の低下につながる一方、市の財政状況を考慮した費用負担の適正化を念頭に置く必要が
ある。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

（２）と同様。 向
上

成
果

事務事業名 各種クラブ活動大会参加費補助金 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

主管課評価のとおり妥当性、有効性、公平性については適切と判断
した。一方、現在は一律同金額を各校に補助しているが、部活数や
学校規模に応じた予算配分を行うなどの精査を行うことは可能と判
断し、③効率性について見直し余地ありとした。

所属課

低
下

教育指導支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 社会福祉協議会運営支援事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課評価にあるとおり、社会福祉協議会が実施する各事業につ
いて、成果の向上や業務の効率化、社協職員の意識改革による経
費削減が期待されるため。

所属課

低
下

福祉総務課

維持 増加削減
コスト

維
持 ×

××

市の施策及び事業をより効果的に実施できるようにするため、より密に連携するとともに、経費削減に向けた
指導を行う。

向
上 ○

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 成年後見制度利用支援事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

適当な成年後見人がいない成年被後見人に対する市長申し立てに
よる成年後見制度は公共関与の妥当性がある。
また、費用負担が困難な場合に限って助成を行っているため、公平
性は確保されている。

所属課

低
下

福祉総務課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

今後、市長申し立ての案件の増加が見込まれているため、状況を注視しながら必要に応じて見直しをする。 向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

健康増進事業や新たなコミュニティづくりなど異なる施策・事業との連携により更なる成果向上を検討すべき
である。
また、クラウドファンディングによる資金調達を行っていることから民間の活用による成果の向上や歳出削減の
検討の余地がある。

向
上

成
果

事務事業名 公衆浴場運営支援事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課評価にあるとおり、健康増進事業との連携により公衆浴場の
利用機会が増える可能性があるため。また、補助の対象が菖蒲湯
及びゆず湯の原材料費であることが最適であるかの検証が必要で
ある。

所属課

低
下

産業振興課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
✔ 廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 長寿慶祝事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

平成２６年度より７７歳への現金支給は廃止したものの、同様の事
業自体を廃止している自治体も見受けられる。今後も対象者の拡大
が見込まれることもあり、単純な現金給付のあり方及び金額等につ
いては見直しの余地がある。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

事業の目的から、現金支給という手法の有効性を再度検証する。また、金額の妥当性及び祝金支給の対象
範囲等については廃止・大幅な縮小を含めて見直しを検討。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

補助額そのものの妥当性、単位クラブへの補助については団体規模を考慮した補助額設定の是非等につい
て検討する。

向
上

成
果

事務事業名 老人クラブ活動支援事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

老人クラブ及び連合会は、各地域において高齢者の生きがい・健康
づくりに資する活動の基盤となっており、補助金の趣旨は適切かつ
重要であるが、補助額の妥当性については見直し余地がある。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 シルバー学習講座利用助成事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

高齢者の生きがいづくりの促進という事業主旨は適切であるが、制
度利用率の低迷が課題となっている。
有効性の観点からは制度周知のあり方、効率性の観点からは金額
の妥当性の見直し余地がある。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

効果的な制度周知の方法、補助率の妥当性について検討する。 向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 高齢者保養施設利用助成事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

外出の動機づけによる高齢者の健康の保持・増進の趣旨は認めら
れる。
有効性の観点からは制度周知のあり方、効率性の観点からは金額
の妥当性の見直し余地がある。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

効果的な制度周知の方法、補助率の妥当性（所得による段階的な補助等）について検討する。
平成27年度は、制度周知のために敬老大会の案内状に説明を同封する等の対策を講じており、平成28年度
の利用率への影響については分析する必要がある。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 介護予防一般高齢者施策事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

地域包括ケアの実現に向けた基盤整備の観点から有用な補助事業
である。補助事業の拡大充実により、各地域における介護予防の推
進体制が充実するとともに、行政主体の介護予防事業の事務量削
減につながる可能性がある。
事業の立ち上げにかかる経費を補助する趣旨で３年を限度としてい
るが、以降自立的に活動を継続できるよう、早い段階から行政として
アドバイスを行えると良い。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

補助対象団体に対し、補助機関の終了後も事業の継続性が担保されるよう、行政として運営にかかる助言等
の支援を検討する。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ×

××

講座の受講者数の確保策を検討するとともに、補助率の見直しを行う。
また、特に初級クラスへの外部講師の招聘について、上級修了受講者の活用等の可能性について検討す
る。

向
上 ○

成
果

事務事業名 手話講習会開催支援事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

「しょうがいしゃがあたりまえに暮らすまち」の実現のために有用な事
業である。
有効性の観点からは、受講者数の増加に向けた周知方法等の見直
し。
効率性の観点からは、補助率の見直し及び初級クラスの外部講師
招聘に対する補助の是非等について、見直しの余地がある。

所属課

低
下

福祉総務課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 福祉会館喫茶コーナーしょうがいしゃ就労支援事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

しょうがいしゃの自立支援を目的としており、事業趣旨は適切であ
る。また、都補助を受けている点から、補助率についての裁量性は
低い。有効性の観点からは、所属課の所見にもあるとおり、しょうが
いしゃ支援課における「しょうがいしゃ就労自立支援事業」との連携
は必須である。
また、社会福祉協議会に対する補助事業であることから福祉総務課
の事業に位置付けているが、事業趣旨及び効率性の観点から見直
しの余地がある。

所属課

低
下

福祉総務課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

しょうがいしゃの就労自立支援という事業趣旨から、しょうがいしゃ支援課の事業との連携・統合について検討
する。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

事業者が限られている中で運行継続を担保するために、赤字での操業を改善する方策を事業者と連携して
検討する。
また、類似する移動に関する福祉的な補助事業について、それぞれ目的や内容が異なるが、統合の可能性
について検証が必要である。

向
上

成
果

事務事業名 リフト付乗用自動車運行支援事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

しょうがいしゃの社会参加促進の目的に資する事業趣旨は認められ
るが、福祉有償運送等の類似手段との連携・統合は検討の余地が
ある。
補助金額は都の要綱に基づいており、利用料金の設定上も妥当で
ある。
事業者は補助を受けたうえでなお赤字の現状であるので、事業者と
の連携により事業内容の改善を検討する余地がある。

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

補助対象事業者との本事業以外での連携の可能性について検討する（就労自立支援等）。 向
上

成
果

事務事業名 障害者参加型サービス活用事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

しょうがいしゃの支援と社会参加とを同時に行う事業への補助という
趣旨は適切である。
対象事業者及び補助額については都の補助要綱に基づいている。
障害者参加型サービスを実施している事業者は現時点で市内に1ヶ
所であるため、本事業以外での連携の検討余地がある。

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 しょうがい者通所訓練事業運営費補助金交付事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

障害者・児の通所施設に対する運営支援は、しょうがいしゃの社会
参加促進に資する事業である。平成26年度より利用者における国立
市民の割合で補助率を分けており、有効性、効率性が確保されてい
る。

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

補助対象事業者に対しては、市の事業への積極的な協力を依頼する等、連携の促進を図る。 向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ×

××

主に事業の質を向上させることで、事業に参加した市民の満足度を向上させる。
別途支出している指定管理料等と合わせて、補助金の見直しができないか検討する。

向
上 ○

成
果

事務事業名 芸術ホール文化芸術振興事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

事業の質については、向上の余地があるため有効性については見
直し余地ありと判断する。
本事業の支出はすべて補助金であるが、その他にも別事業の中で
指定管理料等を支出しており、トータルの支出のなかで削減を検討
できる余地があるため、効率性について見直し余地ありと判断する。

所属課

低
下

生涯学習課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

（２）のとおり 向
上

成
果

事務事業名 文化財保護・活用事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

保護活動については、順調に件数も増加しており適切と考える。引
き続き適切な保護に努めつつ、担当課評価のとおり今後は、文化財
に興味を持っていない人にも興味を持ってもらえるよう活用の取組
みに力を入れていく必要があることから、②有効性について見直し
余地ありとした。

所属課

低
下

生涯学習課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 郷土文化館歴史文化遺産保存活用事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

担当課評価にもあるとおり、来館者数は横ばい状態が続いている。
近年、貴重な資料が発見されていることから、ＰＲ方法の検討を行
い、より多くの人に国立市の歴史文化遺産に触れる機会を提供すべ
きであるため、②有効性について見直し余地ありとした。
芸術小ホール文化芸術振興事業などと同様に、本事業の支出はす
べて補助金であり、別途指定管理料等の支出を勘案すると、トータ
ルの支出のなかで削減を検討できる余地があるため、③効率性に
ついても見直し余地ありと判断する。

所属課

低
下

生涯学習課

維持 増加削減
コスト

維
持 ×

××

近年、貴重な資料が発見されていることから、どのように活用していくかを関係機関と協議し、魅力あるプログ
ラムの実施に向け、さらなる検討を進める。
別途支出している指定管理料等と合わせて、補助金の見直しができないか検討する。

向
上 ○

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

維
持 ○ ×

××

情報共有により市の課題についての提言や助言をもらうことができているのであれば、その提言等による事務
改善等を明示する必要がある。

向
上

成
果

事務事業名 コミュニティ運営支援事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

環境浄化協議会へ運営費用として補助金を交付しているが、市の情
報提供を図るためのみでは有効性を十分に満たしているか疑問で
ある。

所属課

低
下

生活コミュニティ課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 総合体育館支援事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

サービス向上については、常に模索していかなければならないこと
から、②有効性について見直し余地ありと評価した。また、参加費の
本人負担についてはサービス向上とのバランスを見ながら検討する
余地があることや、郷土館や芸小ホールなどと同様に、別途支出し
ている指定管理料等の中で見直せる費用を検討することも可能であ
ると判断し、③効率性について見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下

生涯学習課

維持 増加削減
コスト

維
持 ×

××

ニーズを的確に把握した事業展開を図るとともに、参加者への費用負担についても検討を行う。
別途支出している指定管理料等と合わせて、補助金額の見直しを検討する。

向
上 ○

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ×

××

商店街活性化事業補助金に係る（２）に記載の課題について、商工会事業（商店会へのボランティアスタッフ
派遣等）の活用、地域の他のコミュニティとの連携を促す等改善策を検討する。

向
上 ○

成
果

事務事業名 商店街活性化事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

①商店街活性化事業補助金
各商店会において人材不足等により補助事業の活用自体が負担と
なるため、利用を控える、申請等の指導に係る事務局負担の増等の
課題がある。
②商店会装飾灯電気料補助金
補助率については見直しの余地あり。
③商店街装飾灯ＬＥＤランプ交換事業費補助金
装飾灯を有するほぼすべての商店会が交換している。

所属課

低
下

産業振興課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 イベントによる活力創出事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

市民主体のイベントは地域づくりに寄与するところが大きく、補助す
る意義はあるものの、朝顔市以外のイベントについても、同様に見
直し及び要綱設置を検討する余地がある。
対象経費の限定、定額補助の見直し等、補助金の仕組み自体を検
討しなおすことも必要である。

所属課

低
下

産業振興課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

補助要件（対象経費の限定、定額補助の是非等）の見直しを行う。
各イベント毎に個別の補助要綱の設置を検討する。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

補助要件（対象経費の限定、定額補助の是非等）の見直しを行う。 向
上

成
果

事務事業名 国立市商工会運営支援事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

中小企業の多い当市において、商工会の役割は重要であり、補助
の趣旨は適当である。
商工会の個別事業に対しては都補助も交付されており、棲み分け等
も考慮し、対象経費の限定、定額補助の見直し等、補助金の仕組み
自体を検討しなおす余地がある。

所属課

低
下

産業振興課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

支出に際し、補助対象団体に詳細な決算資料を求め、精査のうえ額を確定するよう事務を改善する。 向
上

成
果

事務事業名 国立市勤労市民共済会運営事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

中小企業の多い当市において本事業の役割は重要であり、補助の
趣旨は適当である。また、人件費及び事務費に対象を限定している
点も適切である。
用途限定での補助である以上、支出時においては決算資料の適正
な精査が求められる。

所属課

低
下

産業振興課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

補助要件（対象経費の限定、定額補助の是非等）の見直しを行う。
個別の補助要綱の設置を検討する。
「くにたち野菜月間」について、安定した運営体制の検討を行う。また、市補助金以外の財源について検討す
る。

向
上

成
果

事務事業名 くにたち野菜月間・農業まつり開催支援事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

農業者と市民との相互理解を深めるイベント趣旨は市の施策に合致
し、補助する意義はある。
補助金の運用において、個別要綱の設置、対象経費の限定、定額
補助の見直し等を検討する余地がある。

「くにたち野菜月間」については、平成24年度からの実施のため運営
体制の確立が急務である。また、平成27年度は実行委員会の収入
が市補助金のみであったため、収入確保について検討余地がある。

所属課

低
下

産業振興課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

維
持 ○ ×

××

福祉有償運送事業補助金について、別途事務事業マネジメントシートの作成が必要である。また、類似する
移動に関する福祉的な補助事業について、それぞれ目的や内容が異なるが、統合の可能性について検証が
必要である。

向
上

成
果

事務事業名 福祉有償運送運営協議会参画事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

福祉有償運送運営協議会への参画に係る経費は適切なものである
が、福祉有償運送事業補助金についてマネジメントシートに記載が
なく、担当課評価が必要である。

所属課

低
下

福祉総務課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 環境保全に係る補助事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

補助件数の推移による予算額の見直しを行っているが、引き続き適
切な予算計上に努める必要がある。また、正規職員がかけている業
務時間数が多いように思える。

所属課

低
下

環境政策課

維持 増加削減
コスト

維
持 ×

××

事務のマニュアル化などによる正規職員の業務時間減少へ努力が必要である。
再生可能エネルギー設備の設置に対する補助金は、目標を設定して、廃止時期を明確にすることも検討が
必要である。

向
上 ○

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

事務事業名 消防団連絡協議会等参画事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

この事業に含まれる多くの負担金は、各協議会等に参画する他自
治体との関係上、削減が難しいものと思われる。しかし、消防団本
部・分団運営交付金については、検討の余地がある。

所属課

低
下

防災安全課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

消防団活動に関する他の支出（備品購入費等）とあわせて、活動に必要な費用を総合的に検証する必要が
ある。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

○

維
持 ×

××

平成28年4月に熊本地震が発生し、建物の耐震性の重要性がさらに高まっており、耐震化率が伸び悩んでい
る状況を考えると、耐震診断や耐震改修の必要性について、より積極的な周知・広報が必要である。また、東
京都の動向を注視しながら、補助制度の見直しを行うことも検討の余地がある。

向
上

成
果

事務事業名 市内建築物耐震化促進事業 所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

補助の実績が伸び悩んでいることを担当課でも認識しており、制度
等の周知・広報について改善の余地がある。

所属課

低
下

都市計画課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

事務事業名 防犯灯助成事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

補助費等が増加傾向にあるが、その要因として電気料金の値上が
りが挙げられている。今後、電気料気が下がることも考えられるた
め、削減の余地はある。

所属課

低
下

防災安全課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

省電力型の電灯への転換や1団体あたりの上限（額または灯数）を設けるなどの検討、電気料金の動向把握
による適正な予算確保が必要である。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

○

維
持 ×

××

特殊詐欺の増加など、犯罪の種類が変化しているなかで、より効果的な活動を行うため、検証が必要である。 向
上

成
果

事務事業名 国立市防犯協会運営支援事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

防犯協会より補助金増額の要望が出ているが、増額するのであれ
ば、より効果のある活動が求められる。

所属課

低
下

防災安全課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

維
持 ○ ×

××

緑化だけでなく、震災時における安全の確保のためにもより周知が必要であると考えられる。 向
上

成
果

事務事業名 生垣新設助成事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

申請件数は毎年数件であるが、正規職員が多くの時間を割いている
状況であり、改善の余地がある。

所属課

低
下

環境政策課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

維
持 ○ ×

××

（２）に記載のとおり、事務改善によるコスト削減の余地がある。 向
上

成
果

事務事業名 保存樹木維持管理助成事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課評価のとおり、人件費に削減の余地がある。
なお、年額の維持管理補助金のほか、枝おろしに対して補助金を交
付している。

所属課

低
下

環境政策課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

事務事業名 雨水浸透ます設置助成事業 所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課評価にあるとおり、申請件数が少ないことが課題となってお
り、成果の向上余地がある。

所属課

低
下

道路下水道課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

担当課評価にあるとおり、助成対象に新築、増築物件を追加するなど有効性の改善について検討する必要
がある。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 くにたち文化・スポーツ振興財団運営支援事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

財団の設立目的には、効率的な運営と市民サービスの向上が掲げ
られており、特に市民サービスについては今後も質的向上を目指し
ていく必要があるため、②有効性について見直し余地ありとした
財団の健全な運営のため、一定の支援を行うことは妥当であると考
えるが、効率的な運営を実現するためにも、自主財源の確保に努め
ることや、事業の精査等を実施することにより向上の余地は見込め
ると判断し、③効率性についても見直し余地ありと判断した。

所属課

低
下

生涯学習課

維持 増加削減
コスト

維
持 ×

××

各事業において外部人材の活用を推進するなど、市民サービスの向上に努める
各施設で使用料以外に財源の確保が見込めないか検討を図る。

向
上 ○

成
果
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